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都道府県知事（支給対象高等学校等が地方公共団体の設置するもの

である場合（支給対象高等学校等が特定教育施設である場合を除く。）

にあっては都道府県教育委員会，支給対象高等学校等が国，独立行政法 印

人又は国立大学法人の設置するものである場合にあっては文部科学大臣）

（裏面）

高等学校等就学支援金の支給に関する法律（抄）

（報告等）
第18条 都道府県知事は，この法律の施行に必要な限度において，受給権者，その保
護者等若しくは支給対象高等学校等の設置者（国及び都道府県を除く。）若しくは
その役員若しくは職員又はこれらの者であった者に対し，報告若しくは文書その他
の物件の提出若しくは提示を命じ，又は当該職員に質問させることができる。

２ 前項の規定による質問を行う場合においては，当該職員は，その身分を示す証明
書を携帯し，かつ，関係者の請求があるときは，これを提示しなければならない。

３ 第１項の規定による権限は，犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら
ない。
（罰則）

第21条 偽りその他不正の手段により就学支援金の支給をさせた者は，３年以下の懲
役又は100万円以下の罰金に処する。ただし，刑法（明治40年法律第45号）に正条が
あるときは，同法による。

２ 第18条第１項の規定による命令に違反して，報告若しくは物件の提出若しくは提
示をせず，若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出若しくは提示をし，又は
同項の規定による当該職員の質問に対して，答弁せず，若しくは虚偽の答弁をした
者は，30万円以下の罰金に処する。

３ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人，使用人その他の従業者が，その法人
又は人の業務に関し，前２項の違反行為をしたときは，行為者を罰するほか，その
法人又は人に対しても，当該各項の罰金刑を科する。

備考 この用紙の大きさは，日本工業規格Ａ７とする。


